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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともフルオレン骨格を有する繰り返し単位を共重合成分として含むポリエステル
樹脂を主たる成分としてなるシートであって、下記（Ａ）～（Ｅ）の要件を満たす易表面
賦形性シートを支持体となる基材の表面の少なくとも片側に積層してなる易表面賦形性シ
ート積層体。
（Ａ）示差走査熱量測定（以下、ＤＳＣ）により得られる、昇温過程（昇温速度：２℃／
ｍｉｎ）における結晶化エンタルピーΔＨｃｃが１Ｊ／ｇ以下であること。
（Ｂ）動的粘弾性測定（以下、ＤＭＡと称す）により得られる２５℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ１’が０．１×１０９～２．５×１０９Ｐａであること。
（Ｃ）ＤＭＡにより得られる、ガラス転移温度（以下、Ｔｇ）＋３０℃での動的貯蔵弾性
率Ｅ２’が１×１０４～５×１０６Ｐａであること。
（Ｄ）前記ポリエステル樹脂のジカルボン酸成分がテレフタル酸および／またはシクロヘ
キサンジカルボン酸からなること。
（Ｅ）前記ポリエステル樹脂のジオール成分がフルオレン骨格を有するジオールおよびエ
チレングリコールからなり、全ジオール成分１００ｍｏｌ％中、該フルオレン骨格を有す
るジオールが４０～８０ｍｏｌ％であること。
【請求項２】
　前記易表面賦形性シートの屈折率Ｎ１と基材の屈折率Ｎ２の差ΔＮ＝｜Ｎ１－Ｎ２｜が
０～０．１０であることを特徴とする請求項１に記載の易表面賦形性シート積層体。
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【請求項３】
　前記基材が二軸延伸ポリエステルフィルムである請求項１または２のいずれかに記載の
易表面賦形性シート積層体。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の易表面賦形性シート積層体の少なくとも易表面賦形性
シートにより構成された表層を加熱（加熱温度：Ｔ１）して金型を用いてプレス（プレス
温度：Ｔ１）し、次いで冷却してプレス圧力を開放（プレス圧力開放温度：Ｔ２）後に金
型を離型する（離型温度：Ｔ３）ことにより、金型形状が転写された成形品を形成する表
面賦形方法であって、前記Ｔ１，Ｔ２およびＴ３が下記式（１）～（５）を満たす表面賦
形方法。
  Ｔｇ１≦Ｔ１≦Ｔｇ１＋５０℃          （１）
  Ｔ１＜Ｔｍ                            （２）
  Ｔｇ１－２０≦Ｔ２≦Ｔｇ１＋２０℃    （３）
  Ｔ２＜Ｔ１                            （４）
  ２０℃≦Ｔ３≦Ｔ２                    （５）
（ただし、ここでＴｍは易表面賦形性シート表層の融点、Ｔｇ１は易表面賦形性シートの
表面層のガラス転移温度）
【請求項５】
　前記金型が表面に凹凸形状を有し、該金型の凸部断面の高さＨと幅Ｓの比Ｈ／Ｓ（以下
、アスペクト比）が１～２０、凸部の断面の幅Ｓが０．０１～２００μｍ、高さＨが０．
０１～２００μｍ、ピッチ０．０２～３００μｍである請求項４に記載の表面賦形方法。
【請求項６】
　請求項４～５のいずれかに記載の表面賦形方法によって得られる表面に凹凸形状を有す
る成形品であって、該凹凸形状の凸部のアスペクト比Ｈ’／Ｓ’が１～１０、凸部の幅Ｓ
’が０．０１～２００μｍ、高さＨ’が０．０１～２００μｍ、ピッチが０．０２～３０
０μｍである成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、表面への賦形が容易なシート材料、特に超高精細、高アスペクト比などの多種
多様な形状を表面に容易に賦形可能なシート材料、および該シート材料を用いる表面賦形
方法並びにその成形品に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
近年、光学分野、半導体分野などの各種分野で、微細構造を形成する技術の重要性が高ま
っている。光学分野では高精度な微細構造形成技術が、また半導体分野においては高精度
な微細構造形成技術に加えて、半導体集積回路の集積度向上のために加工寸法の微細化が
要求されている。
【０００３】
そのため、微細加工の代表的技術であるフォトリソグラフィーにおいても、解像度を上げ
て微細寸法を高精度で制御しなければならなくなっており、露光波長の短波長化の試み等
が検討され、現在までにＡｒＦレーザーを用いて最小線幅１００ｎｍの解像度が達成され
ている。更には、電子線、Ｘ線を用いた数１０ｎｍの解像度、いわゆるナノ構造体の形成
技術も実用化が近づいている。
【０００４】
しかしながら、露光波長の短波長化による解像度の向上は、露光機自体の初期費用や、使
用するマスク価格の高騰を招き、その結果、コスト面で非常に不利となる。また照射スポ
ット径が小さいため、大面積で微細構造を形成するには生産性が低いのが現状である。
【０００５】
そこで、近年、微細構造を容易に賦形する技術としてインプリントリソグラフィーがチョ
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ウ（Ｃｈｏｕ）らによって提唱されている（非特許文献１参照）。インプリントリソグラ
フィーとは、金型上のパターンを樹脂に転写する技術であり、熱式と光式の二種類の方式
がある。熱式とは熱可塑性樹脂をガラス転移温度Ｔｇ以上融点Ｔｍ未満に加熱して、そこ
に凹凸形状のパターンを有する金型を押し付けることで、また、光式とは、光硬化性樹脂
に金型を押し付けた状態で光を照射して硬化させることで金型上のパターンを樹脂に転写
する技術である。これらの技術は、金型作製のための初期費用はかかるものの、一つの金
型から微細構造体を多数複製することができるので、結果としてフォトリソグラフィーと
比べて安価に微細構造を賦形できる技術である。
【０００６】
そのため、近年、このインプリントリソグラフィーを駆使して、液晶表示装置などのフラ
ットパネルディスプレイ用部材（特許文献１）、光通信に用いる光導波路（２特許文献２
）などの光学素子や、細胞培養素子等のバイオ素子（特許文献３）などの各種分野でプラ
スチック製素子の開発が進められている。
これらプラスチック製素子を具現化する上で、樹脂材料には数百μｍオーダーから数十ｎ
ｍオーダーの幅広い範囲の寸法や、低アスペクト比から高アスペクト比まで幅広い高さと
、多種多様な形状を自在に賦形できることが望まれる。また、具現化した素子を使用する
上では、賦形した形状が安定に存在できること、賦形したシート自体の機械的強度が高い
ことなども求められる。さらには、光学素子に対しては、上述の用件に加えて、可視光領
域の透過率が大きいことや、成形による残留歪みが小さいことなども求められる。
【非特許文献１】チョウら（Ｓ．Ｙ．Ｃｈｏｕ ｅｔ ａｌ．），「アプライド・フィジッ
クス・レター（Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．）」，米国，アメリカ物理学会，１９９
５年，第６７巻，第２１号，ｐ．３３１４
【特許文献１】特開２００５－１６８４９４号公報（全頁）
【特許文献２】特開２００５－１４０８２２号公報（全頁）
【特許文献３】特開２００５－１６８４９５号公報（全頁）
【特許文献４】特開２００５－１４０８２２号公報（全頁）
【特許文献５】特開２００５－１６８４９５号公報（全頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
しかしながら、従来より検討されているポリメチルメタアクリレート（ＰＭＭＡ）や、ポ
リカーボネート（ＰＣ）などの樹脂では、上述の要件をすべて満たすことができない。例
えば、ＰＭＭＡでは、分子量を低下させることで高精細高アスペクト比構造の形成が可能
といった例があるが、機械的強度が乏しく、シートとしては脆くて実用に向かない。また
、ＰＣでは耐熱性に優れるが、成形性が悪く、高精細なパターンの成形が困難であるうえ
、成形後に光学歪みが残る等の問題がある。
【０００８】
本発明は、かかる従来技術の背景に鑑み、超高精細、高アスペクト比などの多種多様な形
状を表面に容易に賦形でき、かつ取り扱いに優れた易表面賦形性シート積層体、それを用
いた表面賦形方法及び成形品を提供せんとするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、かかる課題を解決するために、次のような手段を採用するものである。すな
わち、本発明の易表面賦形性シートは、少なくともフルオレン骨格を有する繰り返し単位
を共重合成分として含むポリエステル樹脂を主たる成分としてなるシートであって、下記
（Ａ）～（Ｅ）の要件を満たす易表面賦形性シートを支持体となる基材の表面の少なくと
も片側に積層してなる易表面賦形性シート積層体である。
（Ａ）示差走査熱量測定（以下、ＤＳＣ）により得られる、昇温過程（昇温速度：２℃／
ｍｉｎ）における結晶化エンタルピーΔＨｃｃが１Ｊ／ｇ以下であること。
（Ｂ）動的粘弾性測定（以下、ＤＭＡと称す）により得られる２５℃での動的貯蔵弾性率
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Ｅ１’が０．１×１０９～２．５×１０９Ｐａであること。
（Ｃ）ＤＭＡにより得られる、ガラス転移温度（以下、Ｔｇ）＋３０℃での動的貯蔵弾性
率Ｅ２’が１×１０４～５×１０６Ｐａであること。
（Ｄ）前記ポリエステル樹脂が、ジカルボン酸成分がテレフタル酸および／またはシクロ
ヘキサンジカルボン酸からなること。
（Ｅ）前記ポリエステル樹脂が、ジオール成分がフルオレン骨格を有するジオールおよび
エチレングリコールからなり、全ジオール成分１００ｍｏｌ％中、該フルオレン骨格を有
するジオールが４０～８０ｍｏｌ％であること。
【００１０】
【００１１】
また、本発明の表面賦形方法は、上述の易表面賦形性シート、または易表面賦形性シート
積層体を加熱（加熱温度：Ｔ１）して金型を用いてプレス（プレス温度：Ｔ１）し、次い
で冷却してプレス圧力を開放（プレス圧力開放温度：Ｔ２）後に金型を離型する（離型温
度：Ｔ３）ことにより、金型形状が転写された成形品を形成する表面賦形方法であって、
Ｔ１，Ｔ２およびＴ３が下記式（１）～（５）を満たすことを特徴とするものである。
Ｔｇ≦Ｔ１≦Ｔｇ＋５０℃ （１）
Ｔ１＜Ｔｍ （２）
Ｔｇ－２０≦Ｔ２≦Ｔｇ＋２０℃ （３）
Ｔ２＜Ｔ１ （４）
２０℃≦Ｔ３≦Ｔ２ （５）
（ただし、ここでＴｇは易表面賦形性シート、もしくは易表面賦形性シート積層体の表面
層のガラス転移温度、Ｔｍは易表面賦形性シート表層の融点）。
【００１２】
また、本発明の成形品は、上述の表面賦形方法によって得られる表面に凹凸形状を有する
成形品であって、該凹凸形状の凸部のアスペクト比Ｈ’／Ｓ’が０．１～１５であること
を特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１３】
本発明によれば、超高精細、高アスペクト比などの多種多様な形状を表面に容易に賦形で
きる易表面賦形性シートが得られ、これを用いることによりシート表面に超高精細、高ア
スペクト比パターンを大面積で賦形することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
本発明は、前記課題、つまり超高精細、高アスペクト比などの多種多様な形状を表面に容
易に賦形でき、かつ取り扱いに優れた易表面賦形性シートについて、鋭意検討し、特定の
組成、および物性を有する材料を選定した特定なポリエステル樹脂を、特に表層に配置さ
せてみたところ、上記課題を一挙に解決し、表面への転写性および離型性に優れたシート
（以下、易表面賦形性シート）が形成できることを究明し、本発明に到達したものである
。
【００１５】
すなわち、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、少なくともフルオレン骨格を有す
る繰り返し単位を共重合成分として含むポリエステル樹脂を主たる成分としてなるシート
であって、下記（Ａ）～（Ｄ）の要件を満たすところに特徴を有するものである。
【００１６】
すなわち、
（Ａ）示差走査熱量測定（以下、ＤＳＣ）により得られる、昇温過程（昇温速度：２℃／
ｍｉｎ）における結晶化エンタルピーΔＨｃｃが１Ｊ／ｇ以下であること。
（Ｂ）動的粘弾性測定（以下、ＤＭＡと称す）により得られる２５℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ１’が０．１×１０９～２．５×１０９Ｐａであること。
（Ｃ）ＤＭＡにより得られる、ガラス転移温度（以下、Ｔｇ）＋３０℃での動的貯蔵弾性
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率Ｅ２’が１×１０４～５×１０６Ｐａであること。
【００１７】
本発明に用いられる易表面賦形性シートは、特定な共重合成分、つまりフルオレン骨格を
有する繰り返し単位を共重合成分として含むポリエステル樹脂を主たる成分としてなるシ
ートであることが重要であるが、一般にポリエステル樹脂は共重合するモノマー種の多様
性、およびそれによって材料物性の調整が容易であるなどの理由から、好適に用いること
ができる。特にジカルボン酸、もしくはそのエステル形成性誘導体とジオールの共重合物
が、重合が容易であることなどから好適に用いられる。
【００１８】
かかるポリエステル樹脂を構成するジカルボン酸成分としては、マロン酸、コハク酸、グ
ルタル酸、アジピン酸、スベリン酸、セバシン酸、ドデカンジオン酸、ダイマー酸、エイ
コサンジオン酸、ピメリン酸、アゼライン酸、メチルマロン酸、エチルマロン酸等の脂肪
族ジカルボン酸類、アダマンタンジカルボン酸、ノルボルネンジカルボン酸、イソソルビ
ド、シクロヘキサンジカルボン酸、デカリンジカルボン酸、などの脂環族ジカルボン酸、
テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナ
フタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，８－ナフタレンジカルボ
ン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸
、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、フェニルエンダンジカルボン酸、アントラセンジ
カルボン酸、フェナントレンジカルボン、９，９’－ビス（４－カルボキシフェニル）フ
ルオレン酸等芳香族ジカルボン酸などのジカルボン酸、もしくはそのエステル誘導体など
が代表例としてあげられるがこれらに限定されない。分子中に二つのカルボキシル基を有
する化合物を適宜選択して使用する。また、これらは単独で用いても、必要に応じて、複
数種類用いても構わない。
【００１９】
また、上述のジカルボン酸類のカルボキシ末端に、ｌ-ラクチド、ｄ－ラクチド、ヒドロ
キシ安息香酸などのオキシ酸類、およびその誘導体、そのオキシ酸類が複数個連なったも
の等を付加させたジカルボキシ化合物も好ましく用いられる。
【００２０】
また、かかるポリエステル樹脂を構成するジオール成分としては、エチレングリコール、
１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，
２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール等の脂肪族ジオール類、シクロヘキサンジ
メタノール、スピログリコール、イソソルビドなどの脂環式ジオール類、ビスフェノール
Ａ、１，３―ベンゼンジメタノール，１，４－ベンセンジメタノール、９，９’－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、などの芳香族ジオール類等のジオールなどが代表
例としてあげられるがこれらに限定されない。分子中に二つのヒドロキシル基を有する化
合物を適宜選択して使用する。また、これらは単独で用いても、必要に応じて、複数種類
用いても構わない。
【００２１】
また、上述のジオール類のヒドロキシ末端にジオール類を付加させたジヒドロキシ化合物
も好ましく用いられる。用いられるジオール類としては、エチレングリコール、１，２－
プロパンジオール１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール、１，２－ブタン
ジオール、１，３－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，５－ペンタンジオー
ル、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ポリ
アルキレングリコール、２，２’ビス（４’－β－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパ
ン等の脂肪族ジオール類、１，２－シクロヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサ
ンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノールなどの脂環式ジオール類、ビスフ
ェノールＡ、１，３―ベンゼンジメタノール，１，４－ベンセンジメタノールなどの芳香
族ジオール類などがあげられる。これらのジオール類は、フルオレン骨格を有するジオー
ルの二つのヒドロキシ末端にそれぞれ異なるジオールが付加されていてもよく、さらには
、ジオール類が複数個連なっていてもよい。複数個連なっている場合、異なるジオールが
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混在していてもよい。
【００２２】
本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するポリエステル樹脂は、上述のジカルボ
ン酸成分と、ジオール成分を適宜選択して、共重合させることにより得られるが、かかる
共重合成分として、フルオレン骨格を有する繰り返し単位を含ませることが、本発明にお
いて最も重要であり、かかるフルオレン骨格を有する繰り返し単位を共重合成分として含
ませることによって、高い透明性、および、光学歪みを低減させることができるのである
。
【００２３】
ポリエステル樹脂にフルオレン骨格を導入するためには、ジオール成分としてフルオレン
骨格を有するジオールや、その誘導体を共重合させることによって得ることができる。ま
た、フルオレン骨格を有するジカルボン酸や、その誘導体を共重合させることによっても
得ることができる。
かかるフルオレン骨格を有するジオールの例として、９，９’－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）フルオレンの他に、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）フ
ルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３、５－ジメチルフェニル）フルオレン、
９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－エチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（
４－ヒドロキシ－３、５－エチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキ
シ－３－プロピルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３,５－ジ
プロピルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－イソプロピルフ
ェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３,５－ジイソプロピルフェニ
ル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－ｎ－ブチルフェニル）フルオレ
ン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－ジ－ｎ－ブチルフェニル）フルオレン、９，
９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（
４－ヒドロキシ－３，５－ジイソブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒ
ドロキシ－３－（１－メチルプロピル）フェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒ
ドロキシ－３，５－ビス（１－メチルプロピル）フェニル）フルオレン、９，９’－ビス
（４－ヒドロキシ－３－フェニルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキ
シ－３，５－ジフェニルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３－
ベンジルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジベンジル
フェニル）フルオレン等があげられる。
【００２４】
また、上述のフルオレン骨格を有するジオールのヒドロキシ末端にジオール類を付加させ
たジヒドロキシ化合物も好ましく用いられる。用いられるジオール類としては、エチレン
グリコール、１，２－プロパンジオール１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオ
ール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１
，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、ポリアルキレングリコール、２，２’ビス（４’－β－ヒドロキシエト
キシフェニル）プロパン等の脂肪族ジオール類、１，２－シクロヘキサンジメタノール、
１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノールなどの脂環
式ジオール類、ビスフェノールＡ、１，３―ベンゼンジメタノール，１，４－ベンセンジ
メタノールなどの芳香族ジオール類などがあげられる。これらのジオール類は、フルオレ
ン骨格を有するジオールの二つのヒドロキシ末端にそれぞれ異なるジオールが付加されて
いてもよく、さらには、ジオール類が複数個連なっていてもよい。複数個連なっている場
合、異なるジオールが混在していてもよい。
【００２５】
また、フルオレン骨格を有するジカルボン酸の例として、９，９’－ビス（４－カルボキ
シフェニル）フルオレンの他に、９，９’－ビス（４－カルボキシフェニル）フルオレン
、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス
（４－カルボキシ－３、５－ジメチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カル
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ボキシ－３－エチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３、５－
エチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－プロピルフェニル
）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３,５－ジプロピルフェニル）フルオ
レン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－イソプロピルフェニル）フルオレン、９，
９’－ビス（４－カルボキシ－３,５－ジイソプロピルフェニル）フルオレン、９，９’
－ビス（４－カルボキシ－３－ｎ－ブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－
カルボキシ－３－ジ－ｎ－ブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキ
シ－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３，５－
ジイソブチルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－（１－メチ
ルプロピル）フェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３，５－ビス（
１－メチルプロピル）フェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－フ
ェニルフェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３，５－ジフェニルフ
ェニル）フルオレン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３－ベンジルフェニル）フルオ
レン、９，９’－ビス（４－カルボキシ－３，５－ジベンジルフェニル）フルオレン等が
あげられる。
【００２６】
また、上述のフルオレン骨格を有するジカルボン酸のカルボキシ末端に、ｌ-ラクチド、
ｄ－ラクチド、ヒドロキシ安息香酸などのオキシ酸類、およびその誘導体、そのオキシ酸
類が複数個連なったもの等を付加させたジカルボキシ化合物も好ましく用いられる。
【００２７】
本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合成分を
含んで構成されるポリエステル樹脂は、上述のジカルボン酸とジオール、フルオレン骨格
を有するジカルボン酸、フルオレン骨格を有するジオールを適宜選択して共重合させるこ
とによって得ることができる。その重合方法としては、エステル交換法、直接重合法、溶
液重合法、界面重合法など、公知の技術を用いて得ることができる。
【００２８】
ここで、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重
合成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、全ジオール成分１００ｍｏｌ中に
含まれるフルオレン骨格を有するジオールのモル量をｎ１、その他ジオールのモル量をｎ
３、全ジカルボン酸成分１００ｍｏｌ中に含まれるフルオレン骨格を有するジカルボン酸
のモル量をｎ２、その他ジカルボン酸のモル量をｎ４とした場合、全ジオール成分１００
ｍｏｌ中に含まれるフルオレン骨格を有するジオールのモル量ｎ１、全ジカルボン酸成分
１００ｍｏｌ中に含まれるフルオレン骨格を有するジカルボン酸のモル量ｎ２の和ｎ１＋
ｎ２が２０≦ｎ１＋ｎ２≦１６０であるのが好ましい。より好ましくは３０≦ｎ１＋ｎ２
≦１５０、最も好ましくは４０≦ｎ１＋ｎ２≦１４０である。この範囲に満たないと、ポ
リエステル樹脂が結晶性を有して、賦形前のシートを長期保存時において、経時的に結晶
化が進行したり、また表面に賦形する際の昇温時にシートを構成する樹脂が素早く結晶化
して、成形性が低下したり、成形できたとしても、ポリエステル樹脂の複屈折が大きくな
り、成形後に歪みが残ったりすることがあったりするため好ましくなく、またこの範囲を
超えると、シート自体が脆くなり、機械的強度が低下することがあるため好ましくない。
【００２９】
本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合成分を
含んで構成されるポリエステル樹脂は、全ジオール成分１００ｍｏｌ中に含まれるフルオ
レン骨格を有するジオールのモル量ｎ１、全ジカルボン酸成分１００ｍｏｌ中に含まれる
フルオレン骨格を有するジカルボン酸のモル量ｎ２の和ｎ１＋ｎ２を上述の割合とするこ
とによって、良好な成形性を得るだけでなく、成形品の光学歪みの低減と、機械的強度の
両立を達成することができるものとなる。
【００３０】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合
成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、全ジオール成分１００ｍｏｌ中に含
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まれるフルオレン骨格を有するジオールのモル量をｎ１と、その他ジオールのモル量ｎ３
の比ｎ１／ｎ３はｎ１／ｎ３＝２０／８０～１００／０が好ましい。より好ましくは３０
／７０～１００／０、最も好ましくは、４０／６０～１００／０である。この範囲を下回
ると、ポリエステル樹脂の複屈折が大きくなり、成形後に歪みが残ったりすることがあっ
たりするため好ましくない。本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレ
ン骨格を有する共重合成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、全ジオール成
分１００ｍｏｌ中に含まれるフルオレン骨格を有するジオールのモル量をｎ１と、その他
ジオールのモル量をｎ３の比ｎ１／ｎ３を上述の範囲とすることによって、成形品の光学
歪みの低減させることができる。また、これらのフルオレン骨格を有するジオールの中で
、重合反応時の反応性、および成形品の機械特性の点から、共重合成分として、フルオレ
ン骨格を有するジオールのヒドロキシ末端にジオール類を付加させたジヒドロキシ化合物
を少なくとも含むのが好ましい。この場合、フルオレン骨格を有するジオール１００ｍｏ
ｌのうち、ヒドロキシ末端にジオール類を付加させたもののモル量をｎ１’、ジオール類
を付加させていないもののモル量ｎ１”としたときに、その比ｎ１’／ｎ１”が５０／５
０～１００／０であることが好ましい。より好ましくは６０／４０～１００／０、最も好
ましくは７０／３０～１００／０である。
【００３１】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合
成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、全ジカルボン酸成分１００ｍｏｌ中
に含まれるフルオレン骨格を有するジカルボン酸のモル分率をｎ２と、その他ジカルボン
酸のモル分率をｎ４の比ｎ２／ｎ４は任意ではあるが、好ましくは０／１００～６０／４
０、より好ましくは０／１００～５０／５０、最も好ましくは０／１００～４０／６０で
ある。この範囲を上回ると、重合が困難になったり、重合できたとしてもシート自体が脆
くなり、機械的強度が低下することがあるため好ましくない。本発明に用いられる易表面
賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有するポリエステル樹脂において、全ジカルボ
ン酸成分１００ｍｏｌ中に含まれるフルオレン骨格を有するジカルボン酸のモル量をｎ２
と、その他ジカルボン酸のモル量をｎ４の比ｎ２／ｎ４を上述の範囲とすることによって
、ポリエステル樹脂に機械的強度を付与することが可能となる。
【００３２】
ここで、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重
合成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、その他ジカルボン酸成分１００ｍ
ｏｌ％中、アダマンタンジカルボン酸、ノルボルネンジカルボン酸、イソソルビド、シク
ロヘキサンジカルボン酸などの脂環族ジカルボン酸のモル量をｎ４’、脂環式ジカルボン
酸以外のその他ジカルボン酸のモル分率をｎ４”としたときに、その比ｎ４’／ｎ４”が
５０／５０～１００／０であることが好ましいことを示す。より好ましくは６０／４０～
１００／０、最も好ましくは７０／３０～１００／０である。この範囲を下回ると、成形
品の光学歪みが多くなるため好ましくない。
【００３３】
本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合成分を
含んで構成されるポリエステル樹脂おいて、その他ジカルボン酸成分１００ｍｏｌ％中の
脂環式ジカルボン酸のモル分率をｎ４’と脂環式ジカルボン酸以外のその他ジカルボン酸
のモル分率をｎ４”の比を上述の値とすることによって、高速で賦形できるだけではなく
、より高い透明性、および、光学歪みをより低減させることができるため好ましい。
【００３４】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合
成分を含んで構成されるポリエステル樹脂において、下記関係式（１）～（３）を満たす
ように共重合率を制御することが好ましい。
３０≦ｎ１＋ｎ２≦１５０ （１）
ｎ１／ｎ３＝３０／７０～１００／０（ただしｎ１＋ｎ３＝１００） （２）
ｎ２／ｎ４＝（任意） （ただしｎ２＋ｎ４＝１００） （３）
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より好ましくは、
４０≦ｎ１＋ｎ２≦１５０ （１）
ｎ１／ｎ３＝４０／６０～１００／０（ただしｎ１＋ｎ３＝１００） （２）
ｎ２／ｎ４＝（任意） （ただしｎ２＋ｎ４＝１００） （３）
最も好ましくは
４０≦ｎ１＋ｎ２≦１５０ （１）
ｎ１／ｎ３＝４０／６０～１００／０（ただしｎ１＋ｎ３＝１００） （２）
ｎ２／ｎ４＝０／１００～５０／５０（ただしｎ２＋ｎ４＝１００） （３）
である。本発明において、この関係式を満たすことによって、良好な成形性を得るだけで
なく、成形品の光学歪みをより低減させることと、機械的強度の両立を達成することがで
きる。
【００３５】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートを構成するフルオレン骨格を有する共重合
成分を含んで構成されるポリエステル樹脂には、本発明の効果が失われない範囲内で、重
合時もしくは重合後に各種の添加剤を加えることができる。添加配合することができる添
加剤の例としては、例えば、有機微粒子、無機微粒子、分散剤、染料、蛍光増白剤、酸化
防止剤、耐候剤、帯電防止剤、離型剤、増粘剤、可塑剤、ｐＨ調整剤および塩などが挙げ
られる。特に、離型剤として、長鎖カルボン酸、もしくは長鎖カルボン酸塩、などの低表
面張力のカルボン酸やその誘導体、および、長鎖アルコールやその誘導体、変性シリコー
ンオイルなどの低表面張力のアルコール化合物等を重合時に少量添加することが好ましく
行われる。重合時に上述の化合物を添加することでポリエステル骨格の末端に低表面張力
成分を導入することができ、それにより、離型剤のブリードアウトなく、金型への樹脂の
密着が低減させ離型性を向上させることができるために好ましく行われる。
本発明に用いられる易表面賦形性シートは、上述により得られた少なくともフルオレン骨
格を有する繰り返し単位を共重合成分として含むポリエステル樹脂を主たる成分として、
シート状に加工することによって得ることができる。ここで、主たる成分とは、上述の少
なくともフルオレン骨格を有する繰り返し単位を共重合成分として含むポリエステル樹脂
が好ましくは５０重量％以上から成ることを示し、より好ましくは６０％以上、最も好ま
しくは７０％以上である。
【００３６】
本発明に用いられる易表面賦形性シートにおいて、前記ポリエステル樹脂は固有粘度が０
．３～０．６５ｄｌ／ｇであるのが好ましい。より好ましくは０．３２～０．６２、更に
好ましくは０．３５～０．６０である。ここでいう固有粘度とは、オルトクロロフェノー
ル１００ｍｌに樹脂を溶解させ（溶液濃度Ｃ＝１．２ｇ／ｍｌ）、その溶液の２５℃での
粘度をオストワルド粘度計を用いて測定した値と、同様に溶媒の粘度を測定した値とを用
いて、下記式の［η］として求められる値である。
ηｓｐ／Ｃ＝［η］＋Ｋ［η］２・Ｃ
（ここで、ηｓｐ＝（溶液粘度／溶媒粘度）―１、Ｋはハギンス定数（０．３４３とする
）である。）
固有粘度が上記範囲より大きい場合は、賦形する際にシートの変形が起こりにくなり、金
型への樹脂の充填が途中から進行しなくなって金型の形状を十分に転写できなかったり、
できたとしても、賦形速度が遅かったり、成形品に残留応力が残って形状安定性が低下す
る傾向にある。そのため、荷重を大きくしてプレス圧力を高くしたり、加圧時間を長くす
る等を行う必要があるが、効率的ではなく好ましくない。また、荷重を大きくすると金型
への負荷が大きく、くり返し使用耐久性が低下することもあり好ましくない。また、上記
範囲に満たない場合は、成形品の機械的強度が大きく低下したりして、離型時にパターン
の破断が起こったり、離型できたとしても、離型時に変形してパターン倒れが起こったり
、変形なく離型できたとしても、その形状の長期保存時の経時安定性、耐衝撃性等が悪く
なるため好ましくない。本発明に用いられる易表面賦形性シートにおいて、容易にシート
を構成する樹脂組成物の固有粘度をこの範囲とすることで、高速で賦形すること可能なシ
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ートとすることができる。 
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、示差走査熱量測定（以下、ＤＳＣ）に
より得られる、昇温過程（昇温速度：２℃／ｍｉｎ）における結晶化エンタルピーΔＨｃ
ｃが１Ｊ／ｇ以下であることが重要である。
【００３７】
ここでいう結晶化エンタルピーΔＨｃｃとは、ＪＩＳ Ｋ７１２２（１９９９）に準じて
求められた値であり、すなわち、昇温速度２℃／ｍｉｎで走査した時に得られる示差走査
熱量測定チャートにおいて、結晶化に伴う発熱ピークの面積より求めた値である。なお、
本発明にかかる結晶化エンタルピーΔＨｃｃは、履歴を消さない１回目の昇温における値
のことである。好ましくは結晶化エンタルピーΔＨｃｃが０．１Ｊ／ｇ以下、より好まし
くは０Ｊ／ｇの非晶性樹脂がよい。かかる結晶化エンタルピーΔＨｃｃが上述の範囲より
大きいと、シートを長期保存時において、経時的に結晶化が進行したり、また表面に賦形
する際の昇温時にシートを構成する樹脂が素早く結晶化して、賦形しにくくなる。そのた
め、高精細のパターンや、高アスペクト比パターンの大面積賦形時に金型への樹脂の充填
が不十分となって転写精度が低下したり、面内に圧力不均衡が生じて転写の面内均一性が
低下したりする等の理由のため好ましくない。本発明において、結晶化エンタルピーΔＨ
ｃｃを上述の範囲とすることで、高アスペクト比パターンの賦形時であっても良好な転写
性および面内均一性を得ることができる。
【００３８】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、動的粘弾性測定（以下、ＤＭＡと称す
）により得られる２５℃での動的貯蔵弾性率Ｅ１’が０．１×１０９～２．５×１０９Ｐ
ａであることを特徴とするものである。好ましくは０．５×１０９～２×１０９Ｐａ、よ
り好ましくは１．０×１０９～２×１０９Ｐａである。
【００３９】
ここでいう動的貯蔵弾性率Ｅ’は、ＪＩＳ Ｋ－７２４４に準じた方法により、引張モー
ド、試料動的振幅速さ（駆動周波数）は１Ｈｚ、チャック間距離５ｍｍ、歪振幅１０μｍ
、力振幅初期値１００ｍＮ、昇温速度２℃/ｍｉｎでの測定条件にて温度依存性（温度分
散）を測定した時に得られる値である。２５℃での動的貯蔵弾性率Ｅ１’がこの範囲を上
回ると、樹脂の剛性が高くなり、高精細のパターンや、高アスペクト比パターンの大面積
賦形時に金型からの離型が困難となるため好ましくない。またこの範囲に満たないと、成
形品の機械的強度が低下し、離型時に変形が起こったり、離型できたとしても形状の経時
安定性、耐衝撃性等が悪くなるため好ましくない。２５℃での動的貯蔵弾性率Ｅ１’をこ
の範囲とすることで、高精細のパターンや、高アスペクト比パターンの大面積賦形時の離
型性と、成形品の機械的強度を両立することができる。
【００４０】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、ガラス転移温度Ｔｇ＋３０℃での動的
貯蔵弾性率Ｅ２’が１×１０４～５×１０６Ｐａであることが重要である。好ましくは１
×１０４～２．０×１０６Ｐａ、より好ましくは０．５×１０６～２×１０６ 、最も好
ましくは１×１０６～３×１０６ である。ここでいうガラス転移温度Ｔｇとは、ＪＩＳ 
Ｋ－７２４４に準じた方法により、試料動的振幅速さ（駆動周波数）は１Ｈｚ、引張モー
ド、チャック間距離５ｍｍ、昇温速度２℃/ｍｉｎでの温度依存性（温度分散）を測定し
た時に、ｔａｎδが極大となる温度のことである。Ｔｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ２
’がこの値より高いと、賦形する際にシートの変形が起こりにくくなる。そのため、荷重
を大きくしてプレス圧力を非常に高くする必要があるが、高精細のパターンや、高アスペ
クト比パターンの大面積賦形時には金型への樹脂の充填が不十分となって転写精度が低下
したり、面内に圧力不均衡が生じて転写の面内均一性が低下したりする等の理由のため好
ましくない。また、荷重が大きくなるほど金型への負荷が大きく、くり返し使用耐久性が
低下するため好ましくない。また、この値より低いとプレス時の樹脂の流動性が高くなり
すぎて、プレス時に金型内に樹脂が充填せずに流れてしまうため好ましくない。Ｔｇ＋３
０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ２’をこの範囲とすることで、高精細のパターンや、高アスペ
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クト比パターンの大面積賦形時であっても良好な転写精度、面内均一性を得ることができ
る。
【００４１】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、上述の条件でのＤＭＡ測定により得ら
れる２５℃での動的貯蔵弾性率Ｅ１’が０．１×１０９～２．５×１０９Ｐａであり、か
つＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ２’が１×１０４～５．０×１０６Ｐａであること
を特徴とするものである。より好ましくは、２５℃での動的貯蔵弾性率Ｅ１’が０．５×
１０９～２×１０９Ｐａ、かつＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ２’が１．０×１０４

～２×１０６Ｐａであるのがよい。かくすることによって、高アスペクト比パターンの大
面積賦形時の離型性、転写精度、面内均一性および成形品の機械的強度を得ることができ
る。
【００４２】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、ＤＭＡにより得られるＴｇ＋３０℃で
の動的損失弾性率Ｅ２”が１×１０３～１．８×１０６Ｐａであることが好ましい。より
好ましくは１×１０３～１．５×１０６Ｐａ、最も好ましくは０．１×１０６～１．５×
１０６ である。Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”がこの値より高いと、賦形する
際にシートの変形が起こりにくくなる。そのため、荷重を大きくしてプレス圧力を非常に
高くする必要があるが、高精細のパターンや、高アスペクト比パターンの大面積賦形時に
は金型への樹脂の充填が不十分となって転写精度が低下したり、面内に圧力不均衡が生じ
て転写の面内均一性が低下したりする等の理由のため好ましくない。また、荷重が大きく
なるほど金型への負荷が大きく、くり返し使用耐久性が低下するため好ましくない。また
、この値より低いとプレス時の樹脂の流動性が高くなりすぎて、プレス時に金型内に樹脂
が充填せずに流れてしまうため好ましくない。Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”を
この範囲とすることで、高精細のパターンや、高アスペクト比パターンの大面積賦形時で
あっても良好な転写精度、面内均一性を得ることができる。
【００４３】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、２５℃での光弾性係数ｋが５０×１０
－１２Ｐａ－１以下であることが好ましい。より好ましくは、４０×１０－１２Ｐａ－１

以下、最も好ましくは３０×１０－１２Ｐａ－１以下である。
【００４４】
ここでいう光弾性係数ｋとは、２５℃、６５ＲＨ％の雰囲気下、厚みｄ（ｎｍ）のシート
に無張力の時の位相差Γ１（ｎｍ）、張力Ｆ（Ｐａ）を加えたときに生じる位相差をΓ２
（ｎｍ）としたときに、
ｋ＝（Γ２－Γ１）／（ｄ×Ｆ）
で定義される値のことである。なお、位相差Γの測定は、フィルムに１ｋｇ／ｍｍ２（９
．８１×１０６Ｐａ）の張力をかけた状態で直交ニコルを備えた偏光顕微鏡を用いて行い
、２５℃の雰囲気下、光源としてはナトリウムＤ線（波長５８９ｎｍ）を用いて行う。
【００４５】
光弾性係数ｋがこの値より大きいと、加工時に光学歪みが残り、成形品面内において光学
特性が変化して色調のムラなどが発生したりすることがあるため、好ましくない。本発明
に用いられる易表面賦形性シートにおいて、光弾性係数ｋを上述の範囲とすることによっ
て、加工時に光学歪みが残ることなく、成形品面内において均一な光学特性を得ることが
できる。
【００４６】
本発明に用いられる易表面賦形性シートのガラス転移温度Ｔｇは、１００～１６０℃の範
囲であるのが好ましい。より好ましくは１１０～１５０℃である。ガラス転移温度Ｔｇが
この範囲を下回ると、高精細パターンや高アスペクト比パターンの成形の離型時にパター
ンが変形したり、また、離型できたとしても成形品の耐熱性が低く、形状が経時変化する
ため好ましくない。またこの範囲を上回ると、賦形温度が高くエネルギー的に非効率であ
り、またシートの加熱／冷却時の体積変動が大きくなりシートが金型に噛み込んで離型で
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きなくなったり、また離型できたとしてもパターンの転写精度が低下したり、部分的にパ
ターンが欠けて欠点となる等の理由により好ましくない。本発明に用いられる易表面賦形
性シートにおいて、シートのガラス転移温度Ｔｇをこの範囲とすることで良好な転写性、
離型性を得ることができる。
【００４７】
本発明に用いられる易表面賦形性シートのガラス転移温度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’、動
的損失弾性率Ｅ”、光弾性係数などは、シートを構成する樹脂のモノマー種を適宜共重合
させることによって調整可能である。例えば、その他ジオール成分として、ビスフェノー
ル－Ａや、スピログリコールのような剛直な骨格を導入することによって、ガラス転移温
度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’が上昇する。また、ポリエチレングリコールのような柔軟な
骨格を導入するとガラス転移温度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’が低下する。
【００４８】
また、可塑剤や架橋剤などの導入によっても、ガラス転移温度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’
、動的損失弾性率Ｅ”、などを制御することができる。可塑剤の場合、その種類、添加量
によって制御することができる。すなわち可塑剤の量が多くなるほどガラス転移温度Ｔｇ
、動的貯蔵弾性率Ｅ’ガラス転移温度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’、動的損失弾性率Ｅ”は
低下し、破断伸度などは向上する。また架橋剤の場合、その添加量を多くしたり、架橋の
進行度を高くすると、ガラス転移温度Ｔｇ、動的貯蔵弾性率Ｅ’、動的損失弾性率Ｅ”が
向上し、破断伸度が低下する。これらも勘案して、適宜調整して添加することによって、
前述の条件範囲に満たすようにシート化することもできる。
【００４９】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートには、電磁波照射により硬化する成分など
を添加しても構わない。この場合、金型から転写した成形品に電磁波を照射して硬化させ
ることで、成形品の機械強度、熱的安定性を向上させることができる。
【００５０】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、本発明の効果が失われない範囲内で、
各種の添加剤を加えることができる。添加配合することができる添加剤の例としては、例
えば、有機微粒子、無機微粒子、分散剤、染料、蛍光増白剤、酸化防止剤、耐候剤、帯電
防止剤、重合禁止剤、離型剤、増粘剤、ｐＨ調整剤および塩などが挙げられる。
【００５１】
本発明に用いられる易表面賦形性シートは、積層体の少なくとも表面に上述の易表面賦形
性シートを設ける必要がある。かかる積層体の場合、単体シートと比べて、易滑性や、耐
摩擦性などの表面特性や、機械的強度、耐熱性を付与することができる。このように複数
の樹脂層からなる積層体とした場合は、シート全体が前述の要件を満たすことが好ましい
が、シート全体としては前述要件を満たしていなくても、少なくとも前述の要件を満たす
層が表層に形成されていれば容易に表面を賦形することができる。
【００５２】
また、本発明に用いられる易表面賦形性シートは、一軸、または二軸方向に延伸されてい
ても構わない。しかしながら用いる材料によっては、高倍率の延伸によって配向結晶化が
進む結果、ガラス転移温度Ｔｇ，動的貯蔵弾性率Ｅ’ 、及び動的損失弾性率Ｅ”の上昇
を伴い、成形性が低下することがあるため、物性値の変化に併せて適宜制御しながら延伸
を行う。
【００５３】
本発明の易表面賦形性シート積層体とは、支持体となる基材の表面の少なくとも片側に前
記易表面賦形性シートを表面層として設けたものである。該易表面賦形性シートが表面層
として形成されているため、容易に表面を賦形することができる。
【００５４】
かかる支持体となる基材とは、賦形の際にその形状が変化しないシート状のものを示し、
好ましくは該易表面賦形性シートの表面層のガラス転移温度（以下、Ｔｇ１）＋３０℃に
おいて、動的粘弾性測定（以下、ＤＭＡ）により得られる基材のＥ３’が、５×１０７Ｐ
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ａ以上であることが好ましく、より好ましくは１．０×１０８Ｐａ以上である。ＤＭＡに
よって得られる基材のＥ３’がこの値に満たないと、成形のために圧力印加した際におい
て、支持体も変形してしまい表面層に十分に圧力がかからなくなり、パターンの精度が低
くなるため好ましくない。 本発明の易表面賦形性シート積層体において、該易表面賦形
性シートの表面層のガラス転移温度（以下、Ｔｇ１）＋３０℃において、動的粘弾性測定
（以下、ＤＭＡ）により得られる基材のＥ３’を上述の範囲とすることによって、表面層
を精度よく成形可能なシートとすることができる。
【００５５】
また、本発明の易表面賦形性シート積層体は、該基材と表面層との剥離強度Ｆが５０ｍＮ
／ｃｍ以上であることが好ましい。より好ましくは７０ｍＮ／ｃｍ以上、最も好ましくは
１００ｍＮ／ｃｍ以上である。
【００５６】
ここでいう剥離強度Ｆとは、本発明の易表面賦形性シート積層体の表面層を基材に対して
１８０°方向に剥離したときの剥離強度Ｆであり、剥離力のＳＳカーブの立ち上がり部分
を除いた剥離長さ５０ｍｍ以上の平均剥離力Ｔ（Ｎ）から、剥離強度Ｆ（Ｎ／ｃｍ）＝Ｔ
／Ｗ（ここで、Ｔ（Ｎ）：平均剥離力、Ｗ（ｃｍ）：サンプル幅）で求められる値である
。
該基材と表面層との剥離強度がこの値未満であると、本発明の表面賦形性シート積層体の
表面に金型を押し当てた後、離型しようとしても、基材と表面層間で剥離が起こり、離型
ができないため好ましくない。本発明の易表面賦形性シート積層体において、基材と表面
層との剥離強度を上述の値以上とすることによって、高精細のパターンや、高アスペクト
比のパターン成形時においても、基材と表層間で剥離が起こることなく離型することがで
きる。
【００５７】
本発明の易表面賦形性シート積層体に用いる基材の例としては、ポリエステル樹脂、二軸
延伸ポリエステルフィルム、ポリオレフィン樹脂、アクリル樹脂等の有機フィルム基材や
、シリコン、ステンレス、アルミニウム、アルミニウム合金、鉄、鋼、チタン等の金属基
材およびコンクリート等の無機基材などが適用可能であるが、より好ましくは可撓性を有
する基材を用いることが、取り扱い性や、軽量化の点からよい。さらに好ましくは二軸延
伸したポリエステルフィルムが取り扱い性と機械強度を兼ね備えているだけでなく、他の
機能を容易に付与させることができるという点から好ましい。また、さらに他の機能をも
った基材との複合体としての構成も好ましい構成である。
【００５８】
本発明の易表面賦形性シート積層体において、表面層の屈折率Ｎ１と基材の屈折率Ｎ２の
差ΔＮ＝｜Ｎ１－Ｎ２｜はできるだけ小さくすることが好ましく、好ましくは屈折率差Δ
Ｎを０～０．１０、より好ましくは０～０．０８、さらに好ましくは０～０．０６である
。なお、基材が方向によって屈折率が異なる、すなわち複屈折性を有する場合は、最も屈
折率の高い方向の屈折率Ｎ２ｍａｘと、最も屈折率の低い方向の屈折率Ｎ２ｍｉｎの平均
値でもって、基材の屈折率Ｎ２とする。屈折率差ΔＮが上述の範囲を外れると、成形品を
光学用途に用いた場合、基材との屈折率差に由来する薄膜干渉により、色ムラとなって現
れて色均一性が低下したりすることがあるため好ましくない。本発明の易表面賦形性シー
ト積層体において、表面層の屈折率Ｎ１と基材の屈折率Ｎ２の差ΔＮ＝｜Ｎ１－Ｎ２｜を
上述の範囲とすることによって、色均一性に優れたシートとすることができる。具体的に
は、易表面賦形性シート積層体の基材として二軸延伸したポリエステルフィルムを用いた
場合、表面層の屈折率Ｎ１は１．５８～１．７が好ましく、より好ましくは１．５９～１
．６８である。表面層の屈折率Ｎ１がこの範囲を外れると、基材ポリエステルフィルムと
の屈折率差ΔＮが大きくなり、薄膜干渉による色均一性が低下するため好ましくない。本
発明に用いられる易表面賦形性シートにおいて、表面層の屈折率Ｎ１を上述の範囲とする
ことによって、良好な色均一性を有するシートを得ることができる。
【００５９】
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かかる基材には、本発明の効果が失われない範囲内で、各種の添加剤を加えることができ
る。添加配合することができる添加剤の例としては、例えば、有機微粒子、無機微粒子、
分散剤、染料、蛍光増白剤、酸化防止剤、耐候剤、帯電防止剤、重合禁止剤、離型剤、増
粘剤、ｐＨ調整剤および塩などが挙げられる。
【００６０】
本発明に用いられる易表面賦形性シートの好ましい厚さ（厚み、膜厚）としては１０μｍ
～５ｍｍの範囲であるのがよい。より好ましくは２０μｍ～２ｍｍである。また、易表面
賦形性シート積層体の場合は、基材上に０．１μｍ～５ｍｍの範囲の厚さのシートを設け
るのが好ましい。より好ましくは、０．２μｍ～２ｍｍである。なお、この場合、基材の
厚さは特に限定されない。
【００６１】
本発明に用いられる易表面賦形性シートの形成方法としては、例えば単体シートの場合、
シート形成用材料を押出機内で加熱溶融し、口金から冷却したキャストドラム上に押し出
してシート状に加工する方法（溶融キャスト法）が挙げられる。その他の方法として、シ
ート形成用材料を溶媒に溶解させ、その溶液を口金からキャストドラム、エンドレスベル
ト等の支持体上に押し出して膜状とし、次いでかかる膜層から溶媒を乾燥除去させてシー
ト状に加工する方法（溶液キャスト法）等も使用することができる。
【００６２】
また、積層体の製造方法としては、二つの異なる熱可塑性樹脂を二台の押出機に投入し、
溶融して口金から冷却したキャストドラム上に共押出してシート状に加工する方法（共押
出法）、単膜で作製したシートに被覆層原料を押出機に投入して溶融押出して口金から押
出しながらラミネートする方法（溶融ラミネート法）、単膜で作製したシートと易表面賦
形性シートをそれぞれ別々に単膜作製し、加熱されたロール群などにより熱圧着する方法
（熱ラミネート法）、接着剤を介して張り合わせる方法（接着法）、その他、シート形成
用材料を溶媒に溶解させ、その溶液をシート上に塗布する方法（コーティング法）等が使
用することができる。
【００６３】
また、本発明の易表面賦形性シート積層体の製造方法としては、上述の溶融ラミネート法
、熱ラミネート法、接着法、コーティング法等を用いることができる。かかる基材は、易
接着層などの下地調整材や下塗り材などの処理が施されたものが表面層との接着力の点で
好ましく用いられる。この場合、下地調整材や下塗り材としては、アクリル系、ポリエス
テル系、ウレタン系、など用いる基材に応じて適宜選択して用いられるが、基材として二
軸延伸ポリエステルフィルムを用いた場合は接着性の点からポリエステル系が好ましく用
いられる。これら、下地調整材や下塗り材の基材への処理方法としては、基材の製膜中に
塗設するインラインコーティング法、製膜後の原反に塗設するオフラインコーティング法
があげられ、どちらでも用いることが出来るが、より好ましくは基材製膜と同時にできて
効率的であり、かつ下地調整材や下塗り材の基材への接着性が高いという理由からインラ
インコーティング法が好ましく用いられる。また、塗設する際には濡れ性向上、接着力向
上の観点からコロナ処理なども好ましく行われる。
【００６４】
また、本発明の易表面賦形性シート積層体の基材として二軸延伸ポリエステルフィルムを
選択した場合、製造方法として、上述の溶融ラミネート法、熱ラミネート法、コーティン
グ法等の方法の他に、二台の押出機にシート形成用材料と、基材用のポリエステル材料を
それぞれ投入し、溶融して口金から冷却したキャストドラム上に共押出して、二軸延伸し
た後、熱処理を施す方法（共押出二軸延伸法）も好ましく行われる。
【００６５】
二軸延伸する方法としては、長手方向と幅方向の延伸とを分離して行う逐次二軸延伸方法
や、長手方向と幅方向の延伸を同時に行う同時二軸延伸方法のどちらであっても構わない
。
【００６６】
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また、熱処理工程における熱処理温度Ｔａは、表層の融点（もしくは軟化点）をＴｍ１、
基材の融点をＴｍ２とした時に、Ｔｍ２＞Ｔａ＞Ｔｍ１とすることが好ましい。この温度
範囲で熱処理を行うことで、基材を熱固定して機械的強度を付与すると同時に、表層を溶
融させて均一化し、易成形性を付与することができる。
【００６７】
本発明に用いられる易表面賦形性シート、および易表面賦形性シート積層体を用いてパタ
ーンを形成する方法の例を図１を用いて説明する。
【００６８】
本発明に用いられる易表面賦形性シート（または易表面賦形性シート積層体）１と、転写
すべきパターンと反転した凹凸を有する金型２とを、シートのガラス転移温度Ｔｇ（また
は易表面賦形性シート積層体の表面層のガラス転移温度Ｔｇ１、以後これらをあわせてＴ
ｇと称す）以上融点Ｔｍ未満の温度範囲内に加熱し（図１（ａ））、本発明に用いられる
易表面賦形性シート（または易表面賦形性シート積層体）１と金型２を接近させ、そのま
ま所定圧力でプレス、所定時間保持する（図１（ｂ））。次にプレスした状態を保持した
まま降温する。最後にプレス圧力を解放して金型２からシートを離型する（図１（ｃ））
。
【００６９】
また、本発明の表面賦形方法としては、図１に示したような平版をプレスする方法（平版
プレス法）の他に、表面に凹凸を形成したロール状の金型を用いて、ロール状シートに成
形し、ロール状の成形体を得るロールｔｏロールの連続成形であってもよい。ロールｔｏ
ロール連続成形の場合、生産性点で平版プレス法より優れている。
【００７０】
本発明の表面賦形方法において、加熱温度、およびプレス温度Ｔ１はＴｇ℃～Ｔｇ＋５０
℃の範囲内であることが好ましい。この範囲に満たないと、動的貯蔵弾性率Ｅ’、動的損
失弾性率Ｅ”が十分に低下していないため、金型をプレスしたときの変形が起こりにくく
なり、成形に必要な圧力が非常に高くなる。またこの範囲を上回ると、加熱温度、および
プレス温度Ｔ１が高くエネルギー的に非効率であり、また、金型とシートの加熱／冷却時
の体積変動量の差が大きくなりすぎて、シートが金型に噛み込んで離型できなくなったり
、また離型できたとしてもパターンの精度が低下したり、部分的にパターンが欠けてしま
う等の理由により好ましくない。本発明の表面賦形方法においては、加熱温度、およびプ
レス温度Ｔ１をこの範囲とすることで、良好な成形性と、離型性を両立することができる
。 
【００７１】
本発明の表面賦形方法において、プレス圧力は、プレス温度Ｔ１での動的貯蔵弾性率Ｅ’
、動的損失弾性率Ｅ”の値に依存するが、０．５～５０ＭＰａが好ましい。より好ましく
は１～３０ＭＰａである。この範囲に満たないと金型内への樹脂の充填が不十分となりパ
ターン精度が低下する。またこの範囲を超えると、必要とする荷重が大きくなり、金型へ
の負荷が大きく、くり返し使用耐久性が低下するため好ましくない。プレス圧力をこの範
囲とすることで、良好な転写性を得ることができる。
【００７２】
本発明の表面賦形方法において、 プレス圧力保持時間は、プレス温度Ｔ１での動的貯蔵
弾性率Ｅ’、動的損失弾性率Ｅ”の値と成形圧力に依存するが、１０秒～１０分が好まし
い。この範囲に満たないと金型内への樹脂の充填が不十分となりパターン精度が低下した
り、面内均一性が低下する。またこの範囲を超えると、樹脂の熱分解による劣化などが起
こり成形品の機械的強度が低下する可能性があるため好ましくない。本発明の表面賦形方
法においては、保持時間をこの範囲とすることで良好な転写性と、成形品の機械的強度の
両立ができる。
【００７３】
また本発明の表面賦形方法において、プレス圧力開放温度Ｔ２はＴｇ－２０℃～Ｔｇ＋２
０℃の温度範囲内で、プレス温度Ｔ１より低いのが好ましい。より好ましくはＴｇ－１０
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℃～Ｔｇ＋２０℃である。この範囲に満たないと、プレス時の樹脂の変形が残留応力とし
て残り、離型時にパターンが崩壊したり、離型できたとしても成形品の熱的な安定性が低
下するため好ましくない。またこの範囲を上回ると、圧力解放時の樹脂の流動性が高いた
め、パターンが変形したりして転写精度が低下したりするため好ましくない。本発明の表
面賦形方法においては、プレス圧力開放温度Ｔ２をこの範囲とすることによって、良好な
転写性と離型性とを両立することができる。
【００７４】
また本発明の表面賦形方法において、離型温度Ｔ３は２５～Ｔ２℃の温度範囲内であるこ
とが好ましい。より好ましくは２０～Ｔｇ℃の温度範囲である。この範囲を上回ると、離
型時の樹脂の流動性が高いため、パターンが変形したりして精度が低下するため好ましく
ない。本発明の表面賦形方法においては、離型時の温度をこの範囲とすることによって、
パターン精度よく離型することができる。
【００７５】
本発明の表面賦形方法に用いる金型の横断面図を図２（ａ）～（ｆ）に例示する。図２の
横断面にて観察される金型凸部１１の形状としては、矩形（図２（ａ））、台形（図２（
ｂ））、三角形（図２（ｃ））、これらが変形したもの（図２（ｄ）、（ｅ）、（ｆ））
、およびこれらの混在したもの等が好ましく用いられるが、これら以外の形状も用いるこ
とができる。すなわち、横断面図において金型凸部１１の側面が、ほぼシート面に対して
垂直な図２（ａ）等の他にも、図２（ｂ）～（ｆ）のような形態も含まれる。図２では隣
接する金型凸部１１間に平坦部が形成されている例を示したが、隣接する金型凸部１１間
が平坦でなくてもよく、さらには隣接金型凸部１１の裾が連結していてもよい。また、金
型凹部１２の形状についても、上記金型凸部１１と同様に、矩形、台形、三角形、釣鐘型
、またはこれらが変形したもの等の形状を好ましく用いることができる。
【００７６】
図３（ａ）～（ｈ）は、それぞれ、金型をその面と平行に切断した場合の断面における、
金型凸部１１と金型凹部１２との配置を模式的に示す断面図である。図３（ａ）～（ｈ）
のように金型凹部１２の形状が、線状、略三角形、略四角形、略六角形、円、楕円等から
選ばれる形状を有していてもよい。図３（ａ）～（ｃ）は金型凹部１２がストライプ状で
ある場合、図３（ｄ）は金型凹部１２の断面が円形状である場合、図３（ｅ）は三角形状
である場合、図３（ｆ）～（ｇ）は四角形状である場合、図３（ｈ）は六角形状である場
合を、それぞれ例示するものである。この金型凹部１２は、図示した場合のように整列し
ていてもよく、またランダムに配列していたり、異なる形状が混在していてもよい。また
、図４（ａ）～（ｄ）のように、金型凸部１１の形状が、略三角形、略四角形、略六角形
、円、楕円等から選ばれる形状を有していてもよい。
【００７７】
また、本発明における表面賦形方法に用いる金型凸部１１の幅Ｓは好ましくは０．００１
～２００μｍ、より好ましくは、０．００５～１００μｍ、最も好ましくは０．０１～５
０μｍである。高さＨは好ましくは０．００１～２００μｍ、より好ましくは０．００５
～１００μｍ、最も好ましくは０．０１～５０μｍである。また、金型凸部１１のアスペ
クト比Ｈ／Ｓは好ましくは０．１～２５であり、より好ましくは１～２０である。
【００７８】
ここで、金型凸部１１の幅Ｓは、図２（ａ）に図示したように、金型凸部１１の単位長さ
である。なお、図３のストライプ状パターンの場合は単位長さの短い方向で測定する。図
３（ｄ）～（ｈ）の場合は単位長さが最も短いところを幅Ｓとする。また、図４（ａ）の
様に金型凸部１１が円形の場合はその直径を、楕円の場合はその短径を、図４（ｂ）～（
ｄ）の様に三角形・四角形などの多角形の場合はその内接円の直径を、金型凸部１１幅Ｓ
とすればよい。また、金型の厚み方向における金型凸部１１の高さＨは図２に示すように
、金型凸部１１の厚みを指す。
【００７９】
また、この配列層は、この配列層内の金型面方向断面において、金型凸部１１の面積と金
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型凹部１２の面積比率は任意である。
【００８０】
ここで、金型凸部１１の幅、金型凹部１２の幅は、図２（ａ）の場合、それぞれＳ、ｔの
長さでもって表される。なお、図２（ｂ）等のようにその長さ単位が位置により異なる場
合はその平均値でもって表す。また、凹凸のくり返し単位（ピッチ）は金型凸部の幅Ｓと
金型凹部の幅ｔの和で表され、金型凸部１１のピッチは、好ましくは０．００２～３００
μｍ、より好ましくは０．０１～２００μｍ、最も好ましくは０．０２～１００μｍであ
る。 
【００８１】
金型の材質としては、特に限定されるものではないが、ステンレス鋼（ＳＵＳ）、ニッケ
ル（Ｎｉ）などの離形性と耐久性に富んだ金属材質が好ましい。
【００８２】
金型は上述の材質をそのまま用いても構わないが、易滑性を付与するため、金型の表面を
表面処理剤で処理するのが好ましい。表面処理による金型の表層の接触角としては、好ま
しくは８０°以上、より好ましくは１００°以上である。
【００８３】
表面処理の方法としては、表面処理剤を金型表面に化学結合を用いて固定する方法（化学
吸着法）や、表面処理剤を金型表面に物理的に吸着させる方法（物理吸着法）等が挙げら
れる。この中で、表面処理効果のくり返し耐久性、および成形品への汚染防止の観点から
化学吸着法により表面処理するのが好ましい。
【００８４】
化学吸着法に用いられる表面処理剤の好ましい例としては、フッ素系シランカップリング
剤が挙げられる。これを用いた表面処理方法としては、有機溶剤（アセトン、エタノール
）中での超音波洗浄、硫酸等の酸、過酸化水素等の過酸化物の溶液中での煮沸洗浄、など
の洗浄方法により金型の表面を洗浄した後、フッ素系シランカップリング剤で処理する。
その処理方法の一例として、フッ素系シランカップリング剤をフッ素系溶剤に溶解させた
溶液に金型を浸漬することが挙げられる。浸漬時には、溶液を加熱することも好ましく行
われる。
【００８５】
本発明の表面賦形方法によって得られる成形品とは、本発明の易表面形成性シートに金型
を用いて賦形されたものであり、その横断面図は図５（ａ）～（ｂ）に例示するように、
シート状の基部４上に賦形部３が形成されたものである。図５（ａ）は、本発明に用いら
れる易表面賦形性シートに賦形した成形品を、図５（ｂ）は本発明の易表面賦形性シート
積層体に賦形した場合の成形品を模式的に表す横断面図である。本発明の表面賦形方法に
よって得られる成形品の形状としては、好ましくは用いる金型と凹凸が反転したものであ
って、具体的な横断面図を 図６（ａ）～（ｆ）に例示する。図６の横断面にて観察され
る成形品の凸部２２の形状としては、矩形（図６（ａ））、台形（図６（ｂ））、三角形
（図６（ｃ））、これらが変形したもの（図６（ｄ）、（ｅ）、（ｆ））、およびこれら
の混在したもの等が好ましく用いられるが、これら以外の形状も用いることができる。す
なわち、横断面図において成形品の凸部２２の側面が、ほぼシート面に対して垂直な図６
（ａ）等の他にも、図６（ｂ）～（ｅ）のような形態も含まれる。また、図６では隣接す
る成形品の凸部２２間に平坦部が形成されている例を示したが、隣接する成形品の凸部２
２間が平坦でなくてもよく、さらには隣接成型品の凸部２２の裾が連結していてもよい。
また、成形品の凹部２１の形状についても、上記成形品の凸部２２と同様に、矩形、台形
、三角形、釣鐘型、またはこれらが変形したもの等の形状を好ましく用いることができる
。
【００８６】
図７（ａ）～（ｈ）は、それぞれ、本発明の表面賦形方法によって得られる成形品その面
と平行に切断した場合の断面における、成形品の凸部２２と成形品の凹部２１との配置を
模式的に示す断面図である。図７（ａ）～（ｈ）のように成形品の凹部２１の形状が、線
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状、略三角形、略四角形、略六角形、円、楕円等から選ばれる形状を有していてもよい。
図７（ａ）～（ｃ）は成形品の凹部２１がストライプ状である場合、図７（ｄ）は成形品
の凹部２１の断面が円形状である場合、図７（ｅ）は三角形状である場合、図７（ｆ）～
（ｇ）は四角形状である場合、図７（ｈ）は六角形状である場合を、それぞれ例示するも
のである。この成形品の凹部２１は、図示した場合のように整列していてもよく、またラ
ンダムに配列していたり、異なる形状が混在していてもよい。また、図８（ａ）～（ｄ）
のように、成形品の凸部２２の形状が、略三角形、略四角形、略六角形、円、楕円等から
選ばれる形状を有していてもよい。
【００８７】
また、本発明の表面賦形方法によって得られる成形品が、その凸部２２のアスペクト比Ｈ
’／Ｓ’は０．１～１５、好ましくは１～１０である。さらにかかる凸部２２の形状は、
好ましくは凸部２２の幅Ｓ’が０．００１～２００μｍ、より好ましくは０．００５～１
００μｍ、最も好ましくは０．０１～５０μｍである。また該凸部２２の高さＨ’が好ま
しくは０．００１～２００μｍ、より好ましくは０．００５～１００μｍ、最も好ましく
は０．０１～５０μｍである。
【００８８】
ここで、成形品の凸部２２の幅Ｓ’は、図６（ａ）に図示したように、成形品の凸部２２
の単位長さである。なお、図７（ａ）～（ｃ）のストライプ状パターンの場合は単位長さ
の短い方向で測定する。図７（ｄ）～（ｈ）の場合は単位長さが最も短いところを幅Ｓ’
とする。また、図８（ａ）の様に成形品の凸部２２が円形の場合はその直径を、楕円の場
合はその短径を、図８（ｂ）～（ｄ）の様に三角形・四角形などの多角形の場合はその内
接円の直径を、成形品の凸部２２幅Ｓ’とすればよい。また、成形品の厚み方向における
成形品の凸部２２の高さＨ’は図６に示すように、成形品の凸部２２の厚みを指す。
【００８９】
また、この配列層は、この配列層内の成形品面方向断面において、成形品の凸部２２の面
積と成形品の凹部２１の面積比率は任意である。
【００９０】
ここで、成形品の凸部２２の幅、成形品の凹部２１の幅は、図６（ａ）の場合、それぞれ
Ｓ’、ｔ’の長さでもって表される。なお、図６（ｂ）等のようにその長さ単位が位置に
より異なる場合はその平均値でもって表す。また、凹凸のくり返し単位（ピッチ）は成形
品の凸部２２の幅Ｓ’と成形品の凹部２１の幅ｔ’の和で表され、成形品の凸部２２のピ
ッチは好ましくは０．００２～３００μｍ、より好ましくは０．０１～２００μｍ、最も
好ましくは０．０２～１００μｍである。 
【００９１】
また、本発明の表面賦形方法によって得られる成形品の基部４の厚みｌ’としては、任意
であるが、機械的強度等の面から２０μｍ～２ｍｍが好ましく、より好ましくは３０μｍ
～１ｍｍであり、さらに好ましくは５０μｍ～５００μｍである。しかしながら、図５（
ｂ）の様に、本発明の易表面賦形性シート積層体に賦形した場合は基部の厚みｌ’は特に
限定はされず、２０μｍ以下であっても構わない。 
【００９２】
また、転写性（転写率）は成形品の凸部の断面積Ａ’金型凹部の断面積Ａの比Ａ’／Ａで
もって判断される。転写性が良好であるとはその比Ａ’／Ａが好ましくは０．９０以上、
より好ましくは０．９５以上であることを示す。
本発明の表面賦形性シートを用いて作製された成形品は、各種用途に使用することが可能
であるが、用途の一例としては、バイオチップ、半導体集積材料、意匠部材、光回路、光
コネクタ部材、およびディスプレイ用部材などが挙げられる。
【００９３】
［特性の評価方法］
Ａ．結晶化エンタルピーΔＨｃｃ
結晶化エンタルピーΔＨｃｃは、ＪＩＳ Ｋ７１２２（１９９９）に従って、セイコー電
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子工業（株）製示差走査熱量測定装置”ロボットＤＳＣ－ＲＤＣ２２０”を、データ解析
にはディスクセッション”ＳＳＣ／５２００”を用いて求めた。サンプルパンに各シート
を５ｍｇずつ秤量し、昇温速度は２℃／ｍｉｎで走査した。結晶化エンタルピーΔＨｃｃ
は結晶化の発熱ピークの面積より求めた。なお、易表面賦形性シート積層体の場合は、積
層体１の表層をカッターで削り取り、得られたものを上述の方法で測定して、表面層の結
晶化エンタルピーΔＨｃｃを求めた。なお、ここでの結晶化エンタルピーΔＨｃｃは、履
歴を消さない１回目の昇温における値である。
【００９４】
Ｂ．動的貯蔵弾性率Ｅ’、動的貯蔵弾性率Ｅ”、ガラス転移温度Ｔｇ
動的貯蔵弾性率Ｅ’、動的損失弾性率Ｅ”は、ＪＩＳ－Ｋ７２４４（１９９９）に従って
、セイコーインスツルメンツ社製の動的粘弾性測定装置”ＤＭＳ６１００”を用いて求め
た。引張モード、駆動周波数は１Ｈｚ、チャック間距離は５ｍｍ、昇温速度は２℃／ｍｉ
ｎの測定条件にて、各シートの粘弾性特性の温度依存性を測定した。この測定結果から、
室温、及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’ 動的損失弾性率Ｅ”を求めた。また、
ｔａｎδが極大となるときの温度をガラス転移温度Ｔｇとした。なお、易表面賦形性シー
ト積層体の場合は、表面層、基材層それぞれの材料を用いて単膜を作製し、上述の方法に
従って測定した。
【００９５】
Ｃ．固有粘度
オルトクロロフェノール１００ｍｌに樹脂を溶解させ（溶液濃度Ｃ＝１．２ｇ／ｍｌ）、
その溶液の２５℃での粘度をオストワルド粘度計を用いて測定した。また、同様に溶媒の
粘度を測定した。得られた溶液粘度、溶媒粘度を用いて、下記式により、固有粘度［η］
を求めた。
ηｓｐ／Ｃ＝［η］＋Ｋ［η］２・Ｃ
（ここで、ηｓｐ＝（溶液粘度／溶媒粘度）―１、Ｋはハギンス定数（０．３４３とする
）である。）。
【００９６】
Ｄ．光弾性係数ｋ
３ｃｍ×５ｃｍに切り出したシート（厚みｄ（ｎｍ））を、２３℃、６５ＲＨ％の雰囲気
下、大塚電子（株）製セルギャップ検査装置ＲＥＴＳ－１２００を用いて、波長５８９ｎ
ｍにおける位相差Γ１（ｎｍ）を求めた。続いて、シートの長辺方向にＦ＝１ｋｇ／ｍｍ
２（９．８１×１０６Ｐａ）の張力をかけ、この状態での波長５８９ｎｍにおける位相差
Γ２（ｎｍ）とした。得られた値から下記式に従い、光弾性係数ｋ（Ｐａ－１）を求めた
。
ｋ＝（Γ２－Γ１）／（ｄ×Ｆ）。
【００９７】
Ｅ．剥離強度
積層体を幅２ｃｍ×長さ１２ｃｍの短冊状に切り出し、厚さ２ｍｍの表面平滑なアクリル
板に基材側を両面テープで張り付け、表層側にポリエステル粘着テープ（日東電工（株）
製Ｎｏ．３１Ｂ、幅１９ｍｍ）を張り付けて、アクリル板の上端をテンシロン引っ張り試
験機（東洋測器（株）製ＵＴＭＩＩＩ）のロードセルにつるした。次いで、粘着テープの
上端に帯状のリード紙をはり、その一端を下部チャックで把持して、クロスヘッド速度３
００ｍｍ／ｍｉｎで下（１８０°）方向に引っ張り、基材層と表層の層間の剥離力を測定
した。剥離強度Ｆ（Ｎ／ｃｍ）は、ＳＳカーブの立ち上がり部分を除いた剥離長さ５０ｍ
ｍ以上の平均剥離力Ｔ（Ｎ）から次式により算出した。
剥離強度Ｆ（Ｎ／ｃｍ）＝Ｔ／Ｗ
ここで、Ｔ（Ｎ）：平均剥離力、Ｗ（ｃｍ）：サンプル幅。
【００９８】
Ｆ.屈折率
表面層屈折率Ｎ１，基材の屈折率Ｎ２はＪＩＳ－Ｋ７１０５（１９９９）に従って、アタ
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ゴ（株）製アッベ式屈折率計を用いて２０℃での屈折率を測定した。
【００９９】
Ｇ．断面構造
金型、成形品の断面を切り出し、白金－パラジウムを蒸着した後、日立製作所（株）製走
査型電子顕微鏡Ｓ－２１００Ａを用い３００倍で写真を撮影し、断面観察を行ない、金型
凸の高さ、及びＨ幅Ｓ、アスペクト比Ｈ／Ｓ、凹部の断面積Ａ、成形品の凸部の高さＨ’
、及び幅Ｓ’、アスペクト比Ｈ’／Ｓ’，凸部の断面積Ａ’を求めた。
転写性は次のように判定した。成形品の凹部の断面積Ａ’と金型凸部の面積Ａとの比Ａ’
／Ａを求めて
０． ９０以上：○
０．８５～０．９０：△
０．８５未満：×
とした。評価結果が○又は△であれば良好である。
【０１００】
Ｈ．成形品光学歪み
歪み検査器（ＴＹＰＥ ２０，新東科学（株）製）の二枚の偏光板の間に成形品を置き、
肉眼で光学歪みを観察した際に
二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが殆ど観察されない：○
二枚の偏光板の吸収軸が平行の時、光学歪みが殆ど観察されないが、垂直の時、光学歪み
が若干観察される：△
二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが明確に観察される：×
とした。
【０１０１】
Ｉ．積層シートの光学特性
表面層膜厚４μｍとした積層体を作製し、その分光透過率を分光光度計Ｕ－３４１０（（
株）日立製作所製）を用い、波長４００ｎｍ～８００ｎｍの範囲において、１ｎｍ毎に全
光線透過率を求め、横軸に波長、縦軸に透過率でプロットした。得られた分光曲線を拡大
して観察したときに、細かな周期の波（リップル）が
殆ど確認されない、もしくは振幅が０．３％以下の場合：○
振幅が０．３％以上０．４％以下の場合：△
振幅が０．４％以上：×
とした。
【実施例】
【０１０２】
以下、本発明について実施例を挙げて説明するが、本発明は必ずしもこれらに限定される
ものではない。
【０１０３】
なお、実施例、比較例において用いた金型は以下の４種類である（図９参照）。
【０１０４】
「金型１」（図９（ａ））
材質：シリコン、サイズ：３０ｍｍ角
パターン：格子形状
ピッチ：１０μｍ、凸部幅：２μｍ、凸部高さ：１５μｍ
断面形状：矩形形状。
【０１０５】
「金型２」（図９（ｂ））
材質：ニッケル、サイズ：３０ｍｍ角
パターン：ストライプ
ピッチ：１０μｍ、凸部幅：５μｍ、凸部高さ：１０μｍ
断面形状：矩形状。 
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【０１０６】
「金型３」（図９（ｃ））
材質：ニッケル、サイズ：３０ｍｍ角
パターン：ストライプ
ピッチ：１０００ｎｍ、凸部幅：５００ｎｍ、凸部高さ：１０００ｎｍ
断面形状：矩形状。 
【０１０７】
「金型４」（図９（ｄ））
材質：ニッケル、サイズ：３０ｍｍ角
パターン：ストライプ
ピッチ：２００ｎｍ、凸部幅：１００ｎｍ、凸部高さ：２００ｎｍ
断面形状：矩形状。 
【０１０８】
「金型５」（図９（ｅ））
材質：ニッケル、サイズ：３０ｍｍ角
パターン：ストライプ
ピッチ：１００ｎｍ、凸部幅：５０ｎｍ、凸部高さ：１００ｎｍ
断面形状：矩形状。
【０１０９】
（参考例１）
ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸、ジオール成分として９，９’－ビ
ス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン８０ｍｏｌ％、エチレングリコール２
０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．４３ｄｌ／ｇ）を１００℃で４時
間真空乾燥させた後、押出機内で２８０℃で溶融させて、口金から２０℃のキャストドラ
ム上に押し出して冷却し、厚さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１１０】
また、得られたシート、及び金型を１６５℃に加熱し、シートと金型の凹凸面を接触させ
て２０ＭＰａでプレスし、そのまま２分間保持した。その後１３５℃に冷却後プレスを解
放し、５０℃に冷却して金型から離型して樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９５４、金型２：Ａ
’／Ａ＝０．９８０、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９６１、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９４５，
金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９３１）。また、成形品の光学歪みを確認したところ、二枚の偏
光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが殆ど観察されなかった。結果を表２に示す。
【０１１１】
（参考例２）
ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸、ジオール成分として９，９’－ビ
ス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン６０ｍｏｌ％、エチレングリコール４
０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．６１ｄｌ／ｇ）を９０℃で４時間
真空乾燥させた後、押出機内で２８０℃で溶融させて、口金からキャストドラム上に押し
出して冷却し、厚さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１１２】
また、プレス温度を１７５℃、プレス解放温度を１４０℃とした以外は、参考例１と同様
の方法で樹脂成形品を得た。
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得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した。（金型２：Ａ’／Ａ＝０．９４９、金型２：
Ａ’／Ａ＝０．９７７、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９５２、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９３０
，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９２３）。また、成形品の光学歪みを確認したところ、二枚の
偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが殆ど観察されなかった。結果を表２に示す。
【０１１３】
（参考例３）
ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸５０ｍｏｌ％，テレフタル酸５０ｍ
ｏｌ％、ジオール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオ
レン５０ｍｏｌ％、エチレングリコール５０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度
Ｃ＝０．５７ｄｌ／ｇ）を１１０℃で４時間真空乾燥させた後、押出機内で２８０℃で溶
融させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却し、厚さ６００μｍのシートを得
た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を
表１に示す。
【０１１４】
また、プレス温度を１６０℃、プレス解放温度を１２０℃とした以外は、参考例１と同様
の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した。（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９５１、金型２：
Ａ’／Ａ＝０．９６４、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９４０、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９２８
、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９１２）。また、成形品の光学歪みを確認したところ、二枚の
偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが殆ど観察されなかった。結果を表２に示す。
【０１１５】
（参考例４）
ジカルボン酸成分としてテレフタル酸、ジオール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロ
キシエトキシフェニル）フルオレン４０ｍｏｌ％、エチレングリコール６０ｍｏｌ％共重
合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．５６ｄｌ／ｇ）を１３０℃で４時間真空乾燥させ
た後、押出機内で２８０℃で溶融させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却し
、厚さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を
表１に示す。
【０１１６】
また、プレス温度を１６５℃、プレス解放温度を１２０℃とした以外は、参考例１と同様
の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した。（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９４２、金型２：
Ａ’／Ａ＝０．９６２、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９４４、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９２５
，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９０９）。また、成形品の光学歪みを確認したところ、二枚の
偏光板の吸収軸が平行の時は光学歪みが殆ど観察されなかったが、垂直の時に僅かながら
光学歪み観察された。結果を表２に示す。
【０１１７】
（実施例５）
表層として、１１０℃で４時間真空乾燥させた、ジカルボン酸成分としてテレフタル酸、
ジオール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン４０
ｍｏｌ％、エチレングリコール６０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．
５６ｄｌ／ｇ）、基材層として、１７０℃で２時間真空乾燥させたポリエチレンテレフタ
レート（ＰＥＴ）をそれぞれ別の押出機内で２８０℃で溶融させて、所定の方法により片
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側にＰＥＴを有する溶融２層共押出口金からキャストドラム上に共押出して冷却して、二
層積層シートを作成した。このようにして得られた２層積層シートを８４℃に加熱して、
長手方向に３．３倍延伸し、続いてテンターで８５℃の予熱ゾーンを通して、９０℃で幅
方向に３倍延伸し、その後９０℃で２０秒、２２０℃で３０秒間熱処理し、全膜厚１００
μｍの積層シートを得た。なお、表面層の厚さは２０μｍであった。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度を求めた。結果を表３に示す。
【０１１８】
また、同様の方法にて表面層膜厚４μｍの積層シートを作製した。得られた積層シートの
分光透過率を測定し、光学特性を評価した。結果を表３に示す。
【０１１９】
また、表面層について、単膜で口金からキャストドラム上に押し出して冷却し単層シート
を得た。得られた単層シートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵
弾性率Ｅ’、 Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。結果を表３に示す。
【０１２０】
また、基材について、単膜でキャストドラム上に押し出して冷却して得た単膜シートを８
４℃に加熱して、長手方向に３．３倍延伸し、続いてテンターで８５℃の予熱ゾーンを通
して、９０℃で幅方向に３倍延伸し、その後９０℃で２０秒、２２０℃で３０秒間熱処理
し、膜厚８０μｍの単膜シートを得た。得られた単層シートのＴｇ１＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１２１】
また、得られた表面層膜厚２０μｍの積層シート、及び金型を１６５℃に加熱し、シート
の表面層と金型の凹凸面を接触させて２０ＭＰａでプレスし、そのまま２分間保持した。
その後１２５℃に冷却後プレスを解放し、５０℃に冷却して金型から離型して樹脂成形品
を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９１９、金型２：Ａ
’／Ａ＝０．９２４、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９１１、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９０８，
金型５：Ａ‘／Ａ＝０．８９５）。結果を表４に示す。
【０１２２】
（実施例６）
ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸、ジオール成分として９，９’－ビ
ス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン８０ｍｏｌ％、エチレングリコール２
０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．４３ｄｌ／ｇ）を３５℃のシクロ
ヘキサノン／メチルエチルケトン＝１／１溶液中に２５重量％の濃度となるように溶解さ
せた。得られた溶液を１２５μｍ厚のポリエステルフィルム‘ルミラー’Ｕ１２（東レ（
株）製）上にアプリケーターを用いて塗布し、１００℃で３０分間乾燥させて、乾燥膜厚
３０μｍの表面層を有する積層体を作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度を求めた。結果を表３に示す。
【０１２３】
また、同様の方法にて表面層膜厚４μｍの積層シートを作製した。得られた積層シートの
分光透過率を測定し、光学特性を評価した。結果を表３に示す。
【０１２４】
また、表面層について、溶液を１００μｍ厚のポリエステルフィルム‘ルミラー’Ｔ６０
（東レ（株）製）上にアプリケーターを用いて塗布し、１００℃で３０分間乾燥させた後
、剥離することで、単層シートを得た。得られた単膜シートのガラス転移温度Ｔｇ、室温
及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、 Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、
２５℃での光弾性係数ｋ、２０℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材ポリエステルフィ
ルムのＴｇ１＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結
果を表３に示す。
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【０１２５】
また、表層側に金型をプレスすること、プレス温度を１６５℃、プレス解放温度を１２５
℃とすること以外は実施例５と同様の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した。（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９６３、金型２：
Ａ’／Ａ＝０．９７０、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９５４、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９３９
，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９２４）。結果を表４に示す。
【０１２６】
（実施例７）
表層として、ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸、ジオール成分として
９，９’－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン６０ｍｏｌ％、エチレン
グリコール４０ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．６１ｄｌ／ｇ）を用
いる他は実施例６と同様に積層体、単膜シートを作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、 Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、２５℃での光弾性係数ｋ、２
０℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材ポリエステルフィルムのＴｇ１＋３０℃での動
的貯蔵弾性率Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１２７】
また、プレス温度を１７５℃、プレス解放温度を１４０℃とすること以外は実施例６と同
様の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９４６、金型２：Ａ
’／Ａ＝０．９６７、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９５２、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９３１、
金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９１９）。結果を表４に示す。
【０１２８】
（実施例８）
表層として、ジカルボン酸成分としてシクロヘキサンジカルボン酸５０ｍｏｌ％，テレフ
タル酸５０ｍｏｌ％、ジオール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェ
ニル）フルオレン５０ｍｏｌ％、エチレングリコール５０ｍｏｌ％共重合したポリエステ
ル（固有粘度Ｃ＝０．５７ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施例６と同様に積層体、単膜シート
を作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材ポリエステルフィルムのＴｇ１＋３０℃での動的
貯蔵弾性率Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１２９】
また、プレス温度を１６０℃、プレス解放温度を１２０℃とすること以外は実施例６と同
様の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても形
状が十分に転写されていることを確認した（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９３８、金型２：Ａ
’／Ａ＝０．９６１、金型３：Ａ’／Ａ＝０．９４５、金型４：Ａ’／Ａ＝０．９２８、
金型５：Ａ‘／Ａ＝０．９１６）。結果を表４に示す。
【０１３０】
（比較例１）
９０℃で４時間真空乾燥させたスピログリコール３０ｍｏｌ％共重合ポリエステルＳ－Ｐ
ＥＴ３０（三菱ガス化学（株）製、フルオレン骨格は非含有，固有粘度Ｃ＝０．６８ｄｌ
／ｇ）を押出機内で２８０℃で溶融させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却
して、厚さ６００μｍのシートを得た。
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得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２” 、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を
表１に示す。
【０１３１】
また、プレス温度を１４０℃、プレス解放温度を１００℃とした以外は、参考例１と同様
の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成型品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、金型１，２では十分に成形
ができていたが、金型３では頂点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金
型１：Ａ’／Ａ＝０．９４５、金型２：Ａ’／Ａ＝０．９６０、金型３：Ａ’／Ａ＝０．
９２９、金型４：Ａ’／Ａ＝０．７６３，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．６９７）。また、成形
品の光学歪みを観察したところ、二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが明確
に観察された。結果を表２に示す。
【０１３２】
（比較例２）
イソフタル酸１７．５ｍｏｌ％共重合ＰＥＴ（フルオレン骨格は非含有，固有粘度Ｃ＝０
．６５ｄｌ／ｇ）を１５０℃で２時間真空乾燥させた後、押出機内で２５０℃で溶融させ
て、口金からキャストドラム上に押し出して冷却して、厚さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１３３】
また、プレス温度を１１０℃、プレス解放温度を８０℃とした以外は、参考例１と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、金型１、２では十分に成形
ができていたが、金型２，３では頂点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった
（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９１４、金型２：Ａ’／Ａ＝９２９、金型３：Ａ’／Ａ＝０．
８６３、金型４：Ａ’／Ａ＝０．７５６、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．６８１）。また、成形
品の光学歪みを観察したところ、二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが明確
に観察された。結果を表２に示す。
【０１３４】
（比較例３）
ジカルボン酸成分としてテレフタル酸、ジオール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロ
キシエトキシフェニル）フルオレン５ｍｏｌ％、エチレングリコール９５ｍｏｌ％共重合
したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．６３ｄｌ／ｇ）を９０℃で４時間真空乾燥させた後
、押出機内で２８０℃で溶融させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却し、厚
さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１３５】
また、プレス温度を１３０℃、プレス解放温度を９０℃とした以外は、参考例１と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．８７０、
金型２：Ａ’／Ａ＝０．８８３、金型３：Ａ’／Ａ＝０．７１６、金型４：Ａ’／Ａ＝０
．６３１，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．５４０）。また、成形品の光学歪みを観察したところ
、二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが明確に観察された。結果を表２に示
す。
【０１３６】
（比較例４）
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７０℃で４時間真空乾燥させたシクロヘキサンジメタノール２５ｍｏｌ％共重合ＰＥＴ（
フルオレン骨格は非含有，固有粘度Ｃ＝０．７４ｄｌ／ｇ）を押出機内で２５０℃で溶融
させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却して、厚さ６００μｍのシートを得
た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１３７】
また、プレス温度を１１０℃、プレス解放温度を７０℃とした以外は、参考例１と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
また、参考例１と同様の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．８３１、
金型２：Ａ’／Ａ＝０．８５６、金型３：Ａ’／Ａ＝０．７２７、金型４：Ａ’／Ａ＝０
．６１９、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．５５１）。また、成形品の光学歪みを観察したところ
、二枚の偏光板の吸収軸が平行、垂直共に光学歪みが明確に観察された。結果を表２に示
す。
【０１３８】
（比較例５）
ダイマー酸１５ｍｏｌ％、１，４－ブタンジオール６２ｍｏｌ％共重合ＰＥＴ（フルオレ
ン骨格は非含有，固有粘度Ｃ＝０．７４ｄｌ／ｇ）を１２０℃で２時間乾燥させた後、押
出機内で２５０℃で溶融させて、口金からキャストドラム上に押し出して冷却して、厚さ
６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１３９】
また、プレス温度を４５℃、プレス解放温度を２０℃、離型温度２０℃とした以外は、参
考例１と同様の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成形品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．３３９、
金型２：Ａ’／Ａ＝０．３５０、金型３：Ａ’／Ａ＝０．２７８、金型４：Ａ’／Ａ＝０
．１１５、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．１０２）。また、成形品の光学歪みを確認したところ
、二枚の偏光板の吸収軸が平行の時は光学歪みが殆ど観察されなかったが、垂直の時に僅
かながら光学歪み観察された。結果を表２に示す。
【０１４０】
（比較例６）
ポリメタクリル酸メチル（和光純薬工業（株）製、フルオレン骨格は非含有，固有粘度Ｃ
＝０．７８ｄｌ／ｇ）３０重量部をシクロヘキサノン／メチルエチルケトン＝１／１溶液
７０重量部に溶解させた。この溶液を口金からエンドレスベルトに流延して、次いで１２
０℃の熱風にて溶媒を乾燥除去した後剥離した。次に８０℃で４時間減圧乾燥させて、厚
さ６００μｍのシートを得た。
得られたシートのガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯蔵弾性率Ｅ’、
Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋを測定した。結果を表
１に示す。
【０１４１】
また、プレス温度を１５０℃、プレス解放温度を１３０℃とする以外は、参考例１と同様
の方法で樹脂成形品を得ようとしたが、金型１では金型から離型することができず、金型
４，５では凸部が離型時に破断し、どちらも樹脂成形品を得ることができなかった。金型
２，３では十分に成形できていることを確認した（金型２：Ａ’／Ａ＝０．９５３、金型
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３：Ａ’／Ａ＝０．９２７）。結果を表２に示す。
【０１４２】
（比較例７）
表層として、９０℃で４時間真空乾燥させたスピログリコール３０ｍｏｌ％共重合ポリエ
ステルＳ－ＰＥＴ３０（三菱ガス化学（株）製、フルオレン骨格非含有，固有粘度Ｃ＝０
．６８ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施例５と同様にして積層体、単膜シートを作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材単膜シートのＴｇ１＋３０℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１４３】
また、プレス温度を１４０℃、プレス解放温度を１００℃とした以外は、実施例５と同様
の方法で樹脂成形品を得た。
得られた成型品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、金型１，２，３では十分に
成形ができていたが、金型４．５では頂点が丸くなっており、十分に成形ができていなか
った（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９３４、金型２：Ａ’／Ａ＝０．９２６、金型３：Ａ’／
Ａ＝０．９０２、金型４：Ａ’／Ａ＝０．８３５、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．７２２）。結
果を表４に示す。
【０１４４】
（比較例８）
表層として、１５０℃で２時間真空乾燥させたイソフタル酸１７．５ｍｏｌ％共重合ＰＥ
Ｔ（フルオレン骨格非含有，固有粘度Ｃ＝０．６５ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施例５と同
様にして積層体、単膜シートを作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材単膜シートのＴｇ１＋３０℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１４５】
また、プレス温度を１１０℃、プレス解放温度を８０℃とした以外は、実施例５と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
得られた成型品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．８６３、
金型２：Ａ’／Ａ＝０．８７２、金型３：Ａ’／Ａ＝０．８５７、金型４：Ａ’／Ａ＝０
．６３４，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．５２１）。結果を表４に示す。
【０１４６】
(比較例９)
表層として、９０℃で４時間真空乾燥させた、ジカルボン酸成分としてテレフタル酸、ジ
オール成分として９，９’－ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）フルオレン５ｍｏ
ｌ％、エチレングリコール９５ｍｏｌ％共重合したポリエステル（固有粘度Ｃ＝０．６３
ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施例５と同様にして積層体、単膜シートを作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材単膜シートのＴｇ１＋３０℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１４７】
また、プレス温度を１３０℃、プレス解放温度を９０℃とした以外は、実施例５と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
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得られた成型品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．９７７、
金型２：Ａ’／Ａ＝０．８７３、金型３：Ａ’／Ａ＝０．７０２、金型４：Ａ’／Ａ＝０
．５６０，金型５：Ａ‘／Ａ＝０．４６７）。結果を表４に示す。
【０１４８】
（比較例１０）
表層として、７０℃で４時間真空乾燥させたシクロヘキサンジメタノール２５ｍｏｌ％共
重合ＰＥＴ（フルオレン骨格非含有，固有粘度Ｃ＝０．７４ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施
例５と同様にして積層体、単膜シートを作製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２０
℃での屈折率Ｎ１を測定した。また基材単膜シートのＴｇ１＋３０℃での動的貯蔵弾性率
Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１４９】
また、プレス温度を１１０℃、プレス解放温度を７０℃とした以外は、実施例５と同様の
方法で樹脂成形品を得た。
得られた成型品の断面を走査型電子顕微鏡で観察したところ、いずれの金型においても頂
点が丸くなっており、十分に成形ができていなかった（金型１：Ａ’／Ａ＝０．７６１金
型２：Ａ’／Ａ＝０．８２９、金型３：Ａ’／Ａ＝０．６８４、金型４：Ａ’／Ａ＝０．
５０８、金型５：Ａ‘／Ａ＝０．４１９）。結果を表４に示す。
【０１５０】
（比較例１１）
表層として、ポリメタクリル酸メチル（和光純薬工業（株）製、フルオレン骨格非含有，
固有粘度Ｃ＝０．７８ｄｌ／ｇ）を用いる他は実施例６と同様に積層体、単膜シートを作
製した。
得られた積層シートの表面層と基材層の剥離強度、光学特性を求めた。結果を表３に示す
。また、得られた単膜シートの、ガラス転移温度Ｔｇ、室温及びＴｇ＋３０℃での動的貯
蔵弾性率Ｅ’、 Ｔｇ＋３０℃での動的損失弾性率Ｅ２”、２５℃での光弾性係数ｋ、２
０℃での屈折率Ｎ２を測定した。また基材ポリエステルフィルムのＴｇ１＋３０℃での動
的貯蔵弾性率Ｅ３’，２０℃での屈折率Ｎ２を測定した。結果を表３に示す。
【０１５１】
また、プレス温度を１５０℃、プレス解放温度を１３０℃とする以外は、実施例６と同様
の方法で樹脂成形品を得ようとしたが、表面層と基材間で剥離が生じ、金型から離型する
ことができなかった。結果を表４に示す。
【０１５２】
【表１】
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【０１５３】
【表２】

【０１５４】
【表３】

【０１５５】
【表４】

【産業上の利用可能性】
【０１５６】
本発明の表面賦形用シート、ないし表面賦形方法により得られる成形品は光学素子、バイ
オチップなど各種分野に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１５７】
【図１】図１（ａ）～（ｇ）は、本発明の表面賦形用シートを用いた表面賦形方法の工程
を模式的に例示するものである。
【図２】図２（ａ）～（ｆ）は、いずれも本発明の表面賦形方法に用いる金型を示す横断
面図であり、横断面における凸部１１の形状を模式的に例示するものである。
【図３】図３（ａ）～（ｈ）は、いずれも本発明の表面賦形方法に用いる金型の面と平行
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【図４】図４（ａ）～（ｄ）いずれも本発明の表面賦形方法に用いる金型の面と平行な断
面における断面図であり、凸部１１の形状を模式的に例示するものである。
【図５】図５（ａ）は、本発明に用いられる易表面賦形性シートに賦形した成形品を、図
６（ｂ）は本発明の易表面賦形性シート積層体に賦形した場合の成形品を模式的に表す横
断面図である。
【図６】図６（ａ）～（ｆ）は、いずれも本発明の表面賦形方法によって得られた成形品
を示す横断面図であり、横断面における凸部２２の形状を模式的に例示するものである。
【図７】図７（ａ）～（ｈ）は、いずれも表面賦形方法によって得られた成形品の面と平
行な断面における断面図であり、凸部２２の形状を模式的に例示するものである。
【図８】図８（ａ）～（ｄ）いずれも表面賦形方法によって得られた成形品の面と平行な
断面における断面図であり、凸部２２の形状を模式的に例示するものである。
【図９】図９（ａ）～（ｅ）は実施例、比較例において用いた金型の一部分を模式的に表
す斜視図である。
【符号の説明】
【０１５８】
１ 表面賦形性シート
２ 金型
３ 賦形部
４ 基部
５ 基材
１１ 金型の凸部
１２ 金型の凹部
２１ 成型品の凹部
２２ 成型品の凸部
Ｓ 金型凸部の幅
Ｈ 金型凸部の高さ
ｔ 金型凹部の幅
Ｓ’ 成型品凸部の幅
Ｈ’ 成型品凸部の高さ
ｌ’ 成形品の基部の厚さ
ｔ’ 成型品凹部の幅
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